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(1) 貸借対照表 

           令和 7年度（令和 8年３月 31日現在）貸借対照表 

 （単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）      （負債の部）  

現金及び預貯金        637,810 保険契約準備金         579,185       

現金         - 支払備金         466,026 

預貯金         637,810   責任準備金         113,159 

有価証券         - 代理店借          11,969 

国債         - 再保険借              -    

地方債         - 共同保険借              72 

その他の証券         - 社債              - 

有形固定資産         0 新株予約権付社債              - 

土地         - その他負債         223,618 

建物         -    借入金              - 

リース資産         - 未払法人税等           1,210     

建設仮勘定         - 未払金         219,072   

その他の有形固定資産         0 未払費用              - 

無形固定資産         - 前受収益              - 

ソフトウェア         -     預り金             227  

ソフトウェア仮勘定         -  資産除去債務              - 

その他の無形固定資産            - 仮受金               - 

代理店貸         - その他の負債            3,109 

再保険貸             -   退職給付引当金               - 

共同保険貸         - 価格変動準備金               - 

その他資産        270,239 繰延税金負債               - 

未収金      231,631   

貸倒引当金           △5,595                - 

前払費用            37,642     負債の部 合計         814,846 

未収収益                - （純資産の部）  

預託金                -     資本金       2,872,610 

その他の資産             6,560 新株式申込証拠金 - 

前払年金費用                - 資本剰余金       2,842,610 

繰延税金資産               -       資本準備金       2,842,610 

供託金           118,000 その他資本剰余金               - 

  利益剰余金     △5,504,016 

  利益準備金               - 

  その他利益剰余金     △5,504,016 

  自己株式              - 

  自己株式申込証拠金              - 

  株主資本合計           211,203 

  純資産の部 合計        211,203 

資産の部合計           1,026,049 負債及び純資産の部合計      1,026,049 
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(2) 損益計算書          

    令 和 ７ 年 度               損益計算書 

                   

                               （単位：千円）                                    

科      目 金      額 

経常収益 

保険料等収入 

保険料 

再保険収入 

 回収再保険金 

 再保険手数料 

 再保険返戻金 

その他再保険収入 

資産運用収益 

利息及び配当金等収入 

その他経常収益 

2,500,147 

2,500,147 

2,500,147 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

経常費用 

  保険金等支払金 

    保険金等 

    解約返戻金等 

    再保険料 

  支払備金繰入額 

    支払備金繰入額 

    責任準備金繰入額 

    責任準備金繰入額 

  事業費 

    営業費及び一般管理費 

    税金 

    減価償却費 

  その他経常費用 

        保険業法第 113条繰延資産償却額 

 その他の経常費用  

3,797,519 

1,288,158 

1,284,839 

3,318 

- 

120,025 

120,025 

△31,261 

△31,261 

2,420,501 

2,408,055 

9,401 

3,044 

95 

- 

95 

経常損失（△） △1,297,372 

特別利益 

受贈益 

1,000,000 

1,000,000 

特別損失 

減損損失 

22,784 

22,784 

税引前当期純損失（△） 

法人税及び住民税 

法人税等調整額 

法人税等合計 

△320,156 

1,210 

- 

                              1,210 

当期純損失（△） △321,366 

令和  ７年 ４月 1 日から 

令和  ８年 ３月 31 日まで 
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(3) 個別注記表 

① 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1.有形固定資産の減価償却の方法は定額法により行っております。 

2.未収金等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

3.従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を賞与

引当金として計上しております。  

4.役員に対して支給する賞与に備えるため、役員賞与引当金を支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

5.消費税の会計処理は税込方式によっております。 

6.有形固定資産の減価償却累計額は、1,381 千円であります。 

7.無形固定資産（ソフトウェア）に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利

用可能期間５年に基づく定額法により行っております。 

 

② 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

支払備金     466,026 千円 

責任準備金   113,159 千円 

 

③ 貸借対照表に関する注記 

1.  関係会社に対する金銭債務 

未払金       123,557 千円 

代理店借       3,607 千円 

共同保険借      72 千円 

2.  ①金融商品の状況に関する事項 

少額短期保険業者の運用資産は、預貯金（外貨建を除く）・国債・地方債等に限定されており、

当社では、また内部規程により、資産の健全性維持に努めております。 

② 金融商品の時価等に関する事項 

令和 8 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について次のとおりで

あります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

現金及び預貯金 637,810 637,810 - 

未収金 231,631 231,631 - 

供託金 118,000 118,000 - 

代理店借 (11,969) (11,969) - 

未払金 (219,072) (219,072) - 

 

(注)金融商品の時価の算定方法 

当社が保有する金融商品のうち、重要性のあるものは上記表のとおりでありますが、これらは

全て短期間で決済されることから、時価は帳簿価額に近似していると考えられるため、当該帳

簿価額を時価としております。 
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3. 支払備金は、当期末において既に発生した又は発生したと認められる損害につき、将来保険契

約に基づきてん補するに必要と認められる金額を保険業法 117条及び同 272 条 18、並びに同施

行規則 211条 47 に基づき計上しております。 

4. 責任準備金は、将来発生する可能性のある損害及び異常災害損失のてん補による支払に充てる

等保険契約上に基づく責任遂行のため、保険業法 116 条 1項及び 3項、同第 272 条 18、並びに

同施行規則第 211条 46 に基づき計上しております。 

 

5. 当期末における支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

1. 支払備金 

支払備金（出再支払備金控除前） 466,026 千円 

同上にかかる出再支払備金 -千円 

差 引 466,026 千円 

2. 責任準備金 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 39,097 千円 

同上にかかる出再責任準備金 -千円 

差 引（イ） 39,097 千円 

異常危険準備金（ロ） 74,061 千円 

計 （イ）＋（ロ） 113,159 千円 

6. 一株当り純資産額は 601円 33銭であります。 

算定上の基礎である純資産の部の合計額は 211,203 千円であり、普通株式 351,230 株に係るも

のであります。一株当り純資産額の算定に用いられた期末の普通発行済株式数は 351,230 株で

あります。 

7. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

④ 損益計算書に関する注記 

1.  関係会社との取引高 

   営業費及び一般管理費 1,350,346 千円 

      親会社からの資金提供 1,000,000 千円 

2.（１）正味収入保険料の内訳は以下のとおりであります。 

保険料 2,500,147 千円 

解約返戻金等 3,318 千円 

小計（イ） 2,496,829 千円 

再保険料 -千円 

再保険返戻金 -千円 

小計（ロ） -千円 

差引（イ-ロ） 2,496,829 千円 

（２）正味支払保険金の内訳は以下のとおりであります。 

保険金等 1,284,839 千円 

回収再保険金 -千円 

差引 1,284,839 千円 
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 （３）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は以下のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前） 120,025 千円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 -千円 

差引 120,025 千円 

  （４）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は以下のとおりであります。 

責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △51,408 千円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額 -千円 

差引（イ） △51,408 千円 

異常危険準備金繰入額（ロ） 20,147 千円 

計（イ＋ロ） △31,261 千円 

 

3. 一株当りの当期純損失は 914円 97銭であります。 

算定上の基礎である当期純損失は△321,366 千円、期中平均発行済株式数は 351,230 株であり

ます。 

 

⑤ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

繰越欠損金 1,683,608 千円 

貸倒引当金 1,566 千円 

未払事業税 1,547 千円 

減価償却超過額 8,831 千円 

責任準備金 4,612 千円 

異常危険準備金 20,739 千円 

IBNR 備金 27,267 千円 

その他 1,025 千円 

繰延税金資産小計 1,749,199 千円 

評価性引当額 △1,749,199 千円 

繰延税金資産合計 -千円 
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⑥ 関連当事者との取引 

1．親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等 

の名称 

被所有 

割合 

取引内容 取引金額 

（千円） 

期末残高 

（千円） 

親会社 
インシュラント

グループ 
100.0% 資金提供 1,000,000 

 

- 

 

 

2．兄弟会社等 

種類 会社等 

の名称 

被所有 

割合 

取引内容 取引金額 

（千円） 

期末残高 

（千円） 

親会社の

子会社 
㈱SSIパートナー 0.0% 

業務委託(広告宣伝

及び代理店契約) 
1,223,883 

 

未払金 

120,002 

代理店借 

3,607 

 

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が取引価格を提示し、価格交渉の上で決

定しております。 

 

⑦ 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 


